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１，はじめに 

  これまで確率沖波は，港湾施設及び海岸施設の設計を行うため，必要に応じ港毎で波浪推算

を行い，確率沖波の算定を行ってきた．そのため，算定時期の違いから有義波法とスペクトル

法が混在し，沖波の不整合が生じ，施設形状の不整合に至っている．また，推算した港から離

れた場所では別途波浪推算を行わなければ確率沖波が出せない状況であった． 

  四国沿岸域のどの場所でも同一精度の確率沖波を容易に算定することが出来れば，波浪推算

費用のコスト縮減となる．また，各行政機関において別々に設定されていた沖波を一元化する

ことにより，施設安全性の整合も図れると共に，沖波条件の相違による断面の不整合も解消出

来る．そのためには，各行政機関が波浪推算結果を共有し，必要な時に使用出来るようにする

ために，沖波のシステム化が重要な課題であった． 

以上のことから，これまでの弊害を一掃し，四国沿岸域の確率沖波を容易に算定するための

「確率沖波算定システム」の開発を行うに至った． 

２，第三世代モデルの登場 

波浪推算手法は，スペクトル法又は有義波法が標準であるが，うねりを含む波の発達・変形

の状況が把握できることからスペクトル法による波浪推算が多用される傾向にあり，なかでも

第三世代の波浪推算モデルとされるＷＡＭモデルが近年実用化されている．「確率沖波算定シ

ステム」では，このＷＡＭモデルを採用し推算値の高精度化を図った． 

 

 

 

 

 

 

表中の非線形相互作用とは，波浪の発生・発達において，もともとエネルギーを持ってい

ない周波数・方向成分にもエネルギーを輸送する働きのことで，波浪の発達・減衰を支配す

る重要な過程であり Hasselmann(1962)によって定式化されたが，厳密に計算するには膨大な

計算量・計算時間が必要であったため，波浪推算モデルへ組み込むことは近年まで困難であ

った．しかし，パソコン性能の向上により実用化が可能となり，ＷＡＭモデルにより高精度

な算定が行えるようになってきた． 

ＷＡＭモデルによる推算値の特徴としては，波浪の発達・減衰を適正に再現することから，

非線形相互作用が無視されていた従来法よりも，一般的に波高・周期とも従来法に比べて若

干大きくなる傾向となる． 

  四国沿岸域の海域特性は，大きく分けて太平洋沿岸と瀬戸内海沿岸の２つに分類出来る．

ＷＡＭモデルには深海用と浅海用があり，適用するＷＡＭモデル及び格子間隔を以下のとお

り設定し，推算精度を高めた． 

世代モデル 非線形相互作用考慮 代表モデル名称 

第一世代モデル 全く考慮されず ＤＰモデル等 

第二世代モデル パラメータ近似式 ＣＤモデル等 

第三世代モデル 高精度評価式 ＷＡＭモデル等 

表１．世代モデル一覧



深海用ＷＡＭで算定された沖波は，一般的な沖波として使用しても問題ないが，浅海用Ｗ

ＡＭの値は海底地形の影響を受けて変形(屈折・浅水)したものとなっている．そのため，浅

海用ＷＡＭで得られた瀬戸内海沿岸の推算結果の取り扱いには，既に変形を受けた波である

ことを十分認識の上，活用する必要がある． 

                                                                      

３，推算値の問題と対策 

ここで，高知港の波高計の観測値と推算値の検証結果(98 年 10 号台風)を示す．特にピーク値

で波高・周期ともよく再現された結果となっており，ＷＡＭモデルの精度の良さが確認出来る． 

 

 

 

 

 

 

 図１．波浪検証図 

   しかし，波浪推算結果は必ずしも観測値と一致しない場合がある．原因としては，６時間毎

の天気図データを空間内挿することによる誤差等が考えられる．よって，推算値は観測値によ

り適正な補正を行うことが必要である． 

波浪観測地点の全く無い海域や，観測地点から離れた海域の補正を正確に行うことは非常に

困難である．近年の波浪推算精度向上により，全体的な誤差は少なくなったと考えられるが，

推算結果の使用には上記を認識の上，十分注意が必要である． 

３．１，太平洋沿岸域 

  太平洋側は，室津・高知・上川口に波高計が設置されている．そのため，波高計の観測値に

より推算値の補正を行っている．以下に高知港の補正を示す．このように，ＷＡＭモデルの推

算値でもバラツキは大きく，適切な補正が必要となる． 

                            

 

 

 

高知港；事例 

                                      推算波高補正係数＝0.924Ｘ 

                                                             推算周期補正係数＝1.019Ｘ 

 

 

  

海   域 海域特性 適用ＷＡＭ 格子間隔(緯度経度) 

太平洋沿岸 島が少ない，水深

が深い 

深海用ＷＡＭ 

海底地形の影響による変形はしない 

1/32°＝約 3.0km 間隔 

瀬戸内海沿岸 島が多い，水深が

浅い 

浅海用ＷＡＭ 

海底地形の影響により変形しながら発達をする 

1/64°＝約 1.7km 間隔 

表２．海域特性と適用ＷＡＭ 

図２．推算値と観測値の関係(高知港)
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図４．操作フロー図 図５．データ領域及び港湾位置図 

３．２，瀬戸内海沿岸域 

瀬戸内海における波浪観測地点は少なく地形も複雑なため，太平洋側のように観測値による

推算波浪の補正は好ましくない．そのため，推算風を面的に補正することで対応することとし

た．しかし，海上風観測地点は数地点しか存在せず，その位置も偏っている．それに対してＧ

ＰＶ（気象庁が陸上地形の影響を考慮して作成している気象数値予報格子点値；10km 格子間隔）

を使用すると面的な補正が可能となる．観測風とＧＰＶの比較を行い，ＧＰＶを補正した値を，

推算風速との検証に使用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  推算値と観測値の整合を図ることは，波浪推算結果の活用のために非常に重要な作業となる

が，太平洋沿岸域は，波浪観測値と整合させることで，瀬戸内海沿岸域も，観測期間は短いが

引田・今治の波浪観測値で最終的に推算精度の検証を行い，波浪観測値と整合させている．こ

のような処理を行うことで，四国沿岸域の波浪推算結果を実用上問題のない精度とすることが

出来た． 

４，システム概要 

1950 年～2003 年の気象擾乱(約 300 擾乱)の波浪推算を行い，計算格子毎の推算値をデータ

ベース化している．そのデータを使用して，任意地点の波浪推算結果を極値統計解析するこ

とで，確率沖波を算定するシステムである． 

 四国沿岸域の離島を含む全港湾の確率沖波を算定出来るほか，計算領域の任意地点の算定

を行うことも可能なため，港湾以外の海岸部分での活用も可能である． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                

図３． ＧＰＶと観測風の関係 



   出力内容は，確率沖波表示のほかにも計算格子毎に，擾乱毎の１６方位波浪推算値を表示

出来る．また，必要に応じ推算結果の補正等を行える機能を備える． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

                    

５，さいごに 

今後はシステムを広く公開し普及を図る，活用方針は以下に示す． 

「四国の全沿岸域の確率沖波は，本システムで一元化」 

「被災原因の究明と，復旧断面作成へ活用」 

「防護ライン設定及び見直しへ活用」 

「信頼性設計に対応するための極値波浪情報として活用」 

今後の課題としては，波浪観測値がなく推算精度の検証が行われていない海域で観測値を

得られる機会が有れば，検証を行い推算結果の精度を高めていくと共に，波浪推算モデル自

体の精度向上を図る．また，新たな気象擾乱の蓄積による，データベースの定期的な更新を

図る． 

現在，全国的に第三世代モデルによる波浪推算が行われている状況の中で，一般に広く公

開し活用するためのシステムは，全国でも例がない．四国は海岸線も長く，台風による高波

の被害も非常に多い．今後，波浪を扱う行政にとって，本システムが重要なツールとなるこ

とを期待する． 

表３．確率沖波算定結果一表覧表

表４．極値統計解析グラフ 


